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新しい村指定管理者募集要項

１ 新しい村の指定管理者制度導入について

新しい村は、平成１３年度より町が５１％を出資する「有限会社新しい村（現在の

株式会社新しい村）」が管理受託者として管理運営を行ってきました。

そして、平成１８年４月からは、地方自治法の一部改正（平成１５年９月２日施行）

により創設された指定管理者制度に基づき、「株式会社新しい村」が指定管理者として

管理運営を行ってきました。

しかし、平成２６年度から平成２７年度にかけて、株式会社新しい村において度重

なる社長の交代や従業員の退職など組織トラブルが相次ぎ、また、指定管理者に対する

町の協力体制及び監視体制が不十分だったこともあり、平成２７年度の指定管理者更新

にあたり、議会の承認を得ることができませんでした。

そのため、町では平成２８年度より直営として新しい村の管理運営を行うとともに、

株式会社新しい村の組織改革及び経営改善に取り組んできました。

新しい村の直営から４年を迎える中で、株式会社新しい村について一定の経営改善

が図られたこと、また、町との連携体制が強化されたことを受け、今回改めて指定管理

者制度を導入し、これまで以上に利用者本位の柔軟なサービスを提供するとともに、効

率的な経営の推進を図ることとしました。

２ 新しい村の目的・役割

新しい村は、｢農｣のあるまちづくりの理念に基づいて、農産物及び商工産品（以下「農

産物等」という。）の地域内自給及び地域内産業の活性化を図るとともに、農村景観を

生かした憩いの場を提供することにより、「農」に対する町民の理解を深め、宮代らし

い自立したまちづくりを促進することを目的としています。

また、農作業受託や稲苗の生産をとおして農家の農作業の軽減化及び農産物の生産

活動をとおして遊休農地の解消、農地の保全を図ることを目的として設置しています。

町では、今後も新しい村を次世代まで末永く存続させていくためにも、まちづくり

の理念である「農」のあるまちづくりの原点に戻り、これまで以上に地産地消・食育・

農家支援に関する取り組みを行っていく必要があると考えています。

新しい村の指定管理者は、常にこの施設の目的、役割を念頭におき、理念に沿って

施設管理及び事業運営を行う必要があります。
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３ 施設の概要

（１）名 称 新しい村

（２）所在地 埼玉県南埼玉郡宮代町字山崎７７７－１

（３）敷地面積 約１３ｈａ（個人所有地、耕作地含む）

（４）施設と機能

施設 主な機能

森の市場「結」・森のカフェ 農産物直売所、喫茶軽食

森の工房 パン・ジャム、惣菜加工所

農の家 生涯・体験学習、有料施設

村の集会所 団体休憩室、体験学習、有料施設

集落農園「結の里」 市民農園、有料施設

芝生広場 有料施設

ハーブ園、果樹園、ほっつけ田、

収穫体験圃場

交流・体験事業

育苗施設 水稲苗等の生産

農業用機械施設 農業用機械の倉庫

浄化施設１・浄化施設２ 山崎地区雑排水浄化施設

４ 管理に当たっての条件

（１）指定管理者が行う主な業務内容（詳細は「業務要求水準書」参照）

ア 新しい村の管理運営に関する業務

①「農」のあるまちづくりの理念の普及及び情報の提供に関する業務

② 農産物等の展示、加工、販売及び研究に関する業務

③ 児童生徒その他町民の「農」に関する体験学習に関する業務

④「農」に関する研修会及び講習会に関する業務

⑤ 遊休農地の解消等農地の保全に関する業務

⑥ 前各号に掲げるものの他、新しい村の設置目的を達成するために必要な業務

イ 新しい村における行為の許可及び施設の利用の許可並び取消しに関する業務

ウ 利用に係る料金の収受及び利用料金の減免、利用料金の返還に関する業務

エ 施設（設備及び物品を含む。）の維持管理に関する業務

※ 業務内容に関する細目的事項は、協議の上、基本協定書及び年度協定書で定め

ます。

（２）管理運営に要する経費

ア 利用料金の設定

新しい村の利用等に係る料金は、指定管理者の収入とします。（町長の許可に
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よる使用料は除く。）

指定管理者は、条例に定める額の範囲内で、現行の料金を基礎として利用料金

を設定してください。なお、設定に当たっては、町長の事前承認が必要となりま

すので、現行の新しい村条例に定める使用料体系の主旨を勘案して町との協議に

より設定してください。

イ 指定管理業務に係る指定管理料

町は、指定管理業務に必要な経費を、毎年度の予算の範囲内において、指定管

理者に指定管理料として支払います。委託料の具体的な額や支払時期・方法等は

協議の上、協定で定めます。なお、町の予算編成上の都合から、各年度協定で定

められる各年度の指定管理料支払額は平準化（指定期間中に見込まれる全体指定

管理料額を各年平均化）する場合があります。

※基本協定書における指定管理料算定に用いる消費税及び地方消費税率は、１０

パーセントとします。

（３）管理運営の原則（管理の基準等）

ア 町民の平等な利用を確保してください。

イ 地方自治法、新しい村条例、新しい村管理規則などの関係法令、条例及び規

則等を遵守し、適正に管理運営を行ってください。

ウ 設置の目的を効果的に達成し、効率的な管理運営を行ってください。

エ 指定期間中、指定管理業務を安定して行ってください。

オ 指定管理業務を通じて取得した個人に関する情報を適正に取り扱ってくださ

い。

※ 基準に関する細目事項は、協議の上、基本協定書及び年度協定書で定めます。

※ 基準を遵守しない場合、指定管理者の指定を取消すことがあります。

（４）自主事業の基準

ア 指定管理者は、施設の設置目的に反しない範囲において、自主事業を実施す

ることができます。利用者サービスの向上に効果的で、新しい村利用に相応し

いものを提案してください。

イ 提案された自主事業の実施可否については、選定後、町と協定を締結する際に

あらためて協議するものとします。

５ 指定の期間

令和２年４月１日から令和５年３月３１日までの３年間

※この期間は議会での議決により決定します。

※管理を継続することが適当でないと認められるときは、指定管理者を解除するこ
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とがあります。

６ 申請者の資格

当該指定管理者については、株式会社新しい村への特命により選定の手続を行う

ものです。

ただし、今後、株式会社新しい村が、以下のいずれかに該当することになった場

合は、選定手続の中止又は指定の解除を行うことになります。

（１）地方自治法施行令第１６７条の４の規定（一般競争入札に参加できない又はさせ

ないことができる者の規定）に該当する者

（２）会社更生法、民事再生法等に基づいて更生又は再生手続きをしている法人等

（３）埼玉県及び宮代町から指名停止措置等を受けている法人等

（４）法人税、法人都道府県民税、法人事業税、消費税及び地方消費税を滞納している

法人等

（５）法人等又はその代表者若しくはその従業員が暴力団（暴力団員による不当な行為

の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員（暴

力団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５

年を経過しない者の統制の下にないこと。

（６）その他町長が必要と認める事項に合致すること。

７ 並行運営

指定管理者に選定されたときは、施設の管理運営を円滑に移行するために、令和２

年１月から３か月を並行運営期間とし、事務や事業の引継ぎを順次行うものとします。

なお、引継ぎにかかる費用は、指定管理者の負担とします。

８ 指定期間終了時の引継ぎ業務

指定管理者は指定期間終了時に次期指定管理者が円滑かつ支障なく新しい村の業

務を遂行できるように誠実に引継ぎを行ってください。

９ 提出書類作成上の留意点

（１）提出書類は、原則としてすべてＡ４判縦型横書きで作成のうえ、縦型ファイルに

左綴じで提出してください。なお、提出書類は、理由の如何に問わず返却しません。

（２）応募書類等著作権は、申請者に帰属します。ただし、町は指定管理者の決定の公

表上必要な場合には、応募書類等の内容を無償で使用できるものとします。

（３）指定管理者に関する情報について、町に対し情報公開請求があった場合には、透

明性の確保から、提出された書類について公開する場合があります。

（４）応募に関し必要な費用は、応募者の負担とします。
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（５）町が提供する資料は、応募に係る検討以外の目的での使用を禁じます。

１０ 提出書類

（１）宮代町指定管理者指定申請書（第 1 号様式）

（２）法人等の定款、もしくは寄付行為及び登記簿謄本又はこれらに準ずる書類

（３）法人等の決算関係書類（過去３ヵ年分の事業報告書、損益計算書、貸借対照表、

財産目録又はこれらに準ずる書類）

（４）法人等の予算関係書類（直近１ヵ年分の事業計画書、収支予算書等又はこれらに

準ずる書類）

（５）法人等の組織及び運営に関する事項を記載した書類（組織図、就業規則、役員名

簿等又はこれらに準ずる書類）

（６）法人税、事業税、消費税、地方消費税の納税証明書（直近の決算期に係るもの）

（７）法人等役員名簿

（８）誓約書（別紙１）

（９）新しい村事業計画書（別紙２）

（１０）新しい村収支計画書（令和２年度）（別紙３－１）

（１１）新しい村収支計画書（３ヶ年）（別紙３－２）

（１２）並行運営期間の施設運営全般の引継ぎに関する書類（別紙４）

１１ 提出部数

正本１部、副本１２部を提出してください。

１２ 申請書類の受付期間

令和元年９月１１日（水）から９月２４日（火）

９時から１７時まで（土日祝を除く）※申請書類等の提出は、直接ご持参ください。

１３ 選定の基準

宮代町指定管理者候補者選定委員会を設置し、提出された事業計画書等を審査する

とともに、貴社からの提案事項をプレゼンテーションしていただきます。

審査にあたっては、別に町が定める審査基準に基づき審査を行います。

１４ 指定管理者の決定

（１）指定管理者の決定方法

指定管理者は、町議会の議決を経て、町長が指定します。

（２）結果の通知

結果については、文書で通知します。
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（３）指定管理者の公表

指定管理者の指定は、町の掲示板で告示します。

１５ 今後のスケジュール

内 容 日時 場所

募集要項及び業務要求水準書配布 令和元年 8 月 23 日（金）
産業観光課

農業振興担当応募書類提出受付
令和元年 9 月 11 日（水）

～9 月 24 日（火）

第１回指定管理者候補者選定委員会

・募集要項及び業務要求水準書の説明

令和元年 10 月 23 日（水）

未定
第２回指定管理者候補者選定委員会

・事業計画等のプレゼンテーション、

質疑応答

令和元年 10 月 30 日（水）

第３回指定管理者候補者選定委員会

・質疑応答、審議、候補者の決定
令和元年 11 月上旬

（別途お知ら

せいたします）

指定管理者の指定議決 令和元年 12 月上旬

基本協定締結 令和 2 年 1 月下旬

令和 2 年度協定の締結

指定管理者による業務開始
令和 2 年 4 月１日から

１６ 募集要項及び業務要求水準書の配布先及び申請書類の提出先

宮代町産業観光課農業振興担当

住 所 〒３４５-８５０４ 宮代町笠原１－４－１

電 話 ０４８０－３４－１１１１（内線２６３）

Ｆ Ａ Ｘ ０４８０－３４－１０９３

Ｅ‐mail nousei@town.miyashiro.saitama.jp



7

第１号様式（第３条関係）

宮代町指定管理者指定申請書

令和 年 月 日

宮代町長 新井 康之 様

申 請 者

団体の所在地

団 体 の 名 称

代 表 者 氏 名 印

連 絡 先

宮代町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例第３条の規定により指

定管理者の指定を受けたいので、下記の書類を添えて申請します。

記

１ 公の施設の名称及び所在地

施 設 の 名 称

施設の所在地 宮代町

２ 提出書類

（１）法人等の定款、もしくは寄付行為及び登記簿謄本又はこれらに準ずる書類

（２）法人等の決算関係書類（過去３ヵ年分の事業報告書、損益計算書、貸借対照表、

財産目録又はこれらに準ずる書類

（３）法人等の予算関係書類（直近１ヵ年分の事業計画書、収支予算書等又はこれらに

準ずる書類

（４）法人等の組織及び運営に関する事項を記載した書類（組織図、就業規則、役員名

簿等又はこれらに準ずる書類）

（５）法人税、事業税、消費税、地方消費税の納税証明書（直近の決算期に係るもの）

（６）法人等役員名簿

（７）誓約書（別紙１）

（８）新しい村事業計画書（別紙２）

（９）新しい村収支計画書（令和２年度）（別紙３－１）
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（１０）新しい村収支計画書（３か年）（別紙３－２）

（１１）並行運営期間の施設運営全般の引継ぎに関する書類（別紙４）
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別紙１

誓 約 書

当該施設の指定管理者に応募するにあたり、「宮代町公の施設の指定管理者制

度に関する指針」における申請者の資格の全ての項目について、該当すること

を

誓約いたします。

宮代町長 新井康之 様

令和 年 月 日

住所

名称 印

電話
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別紙２

新しい村事業計画書

団体の名称

団体の所在地

代表者氏名 設立年月日 年 月 日

電話番号 ＦＡＸ

メールアドレス

管理の実績等 ＜公的施設の維持管理業務の実績＞

施設名 所在地 受託期間

＜現在運営している施設等＞

施設名 所在地 運営開始年月日

１ 指定管理業務を行うにあたっての経営方針（基本的な考え方、理念）

２ 管理運営を行う意欲
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３ 施設の管理体制について

①事故を未然に防ぐための対策（衛生管理、事故、防犯対策）

②緊急時の対応（事故、事件、災害、その他緊急時の対応及び加入する保険）

③苦情処理の対応

④個人情報の保護管理体制

⑤施設の修繕対応

⑥施設ごとの日常清掃の内容と 1日のスケジュール

⑦施設ごとの特別清掃の内容と年間のスケジュール

⑧施設ごとの警備体制

⑨施設ごとの設備保守体制、内容、年間スケジュール

⑩物品、備品の管理体制

⑪樹木剪定、草刈の体制、内容、年間スケジュール

⑫ほっつけ田、ハーブ園、収穫体験圃場の管理体制、内容、年間スケジュール

⑬環境への配慮（ゴミの減量化、フードロスへの対応）

⑭施設の休日及び利用時間の基本方針

⑮利用料金の基本方針

⑯利用者サービスの向上に対する取り組み

⑰新しい村における行為の許可及び施設利用の許可並びに取消に関する業務
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４ 職員の配置計画について

①各部門ごとの職員配置計画（組織体制及び平日と土日祝日の勤務体制等）

②職員の人材育成に向けた取り組み

③部門間の事業連携に向けた取り組み

④職員の健康管理

⑤職員の採用方針（正職員、パート職員）
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５ 施設の事業運営について

※新しい村指定管理者業務要求水準書 第３章 施設の運営管理に関する業務水準

に沿って提案をしてください。

①地産地消モデル事業（森の市場「結」、森のカフェ、森の工房運営）

・要求水準書Ｐ１２提案依頼事項の内容についてそれぞれ提案を行って下さい。

②農家支援・農業サービス事業（育苗、農産物生産、圃場管理）

・要求水準書Ｐ１３提案依頼事項の内容についてそれぞれ提案を行って下さい。

③農体験・農園交流事業

・要求水準書Ｐ１４提案依頼事項の内容についてそれぞれ提案を行って下さい。
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６ その他自主事業及び自主提案について

①その他自主事業計画

②施設の現状に対する考え方、将来展望、サービスを向上させるための改善、市民団体

の活動に対するバックアップ方法等、その他特記すべき事項があれば記載してください。

＊記入欄の大きさは必要に応じて変更してください。

＊記載しきれない場合は、別資料として提出することも可とします。
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別紙３－１

新しい村収支計画書（令和２年度）

収入

科目 金額（円） 積算内訳

指定管理料

利用料金収入

その他

合計

支出

科目 金額（円） 積算内訳

人件費支出

（給料、賞与、手当等）

管理費支出

(光熱水費、通信費、修繕費、

賃借料、業務委託料等)

事務費支出

（事務用消耗品費、研修費、

印刷製本費等）

事業費支出

行事費、謝金、手数料、燃

料費、被服費等）

その他

合 計

提案事項

注１ 人件費については、事業計画書に記載した職員配置表に基づき積算してください。

注２ 管理費・事務費・事業費については、概算で経費を積算してください。作成にあ

たっては、「業務要求水準書」に添付されている過去４年度分の収支決算資料（別

表１）を参照してください。

注３ コスト削減等の提案がありましたら、提案事項欄に記入してください。
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別紙３－２

新しい村収支計画書（３ヵ年）

収入 (単位：千円)

科目 令和２年度 令和３年度 令和４年度

指定管理料

利用料金収入

その他

合計

支出 (単位：千円)

科目 令和２年度 令和３年度 令和４年度

人件費支出

給料

賞与

手当等

管理費支出

光熱水費

通信費

修繕費

賃借料

業務委託料等

事務費支出

事務用消耗品費

研修費

印刷製本費等

事業費支出

行事費

謝金

手数料

燃料費

被服費等

その他

合 計
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別紙４

並行運営期間の施設運営全般の引継ぎに関する書類

◎並行運営期間の施設運営全般の引継ぎの考え方についてご記入ください。

①並行運営の必要とする期間の考え方

②並行運営期間中の業務内容

③並行運営期間の職員配置計画


